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・実施可能性を有さない文献による立証は、他の文献又は証拠において当業者による実施可能性を示さない限り、「自明」との判断を導き出せない。 

・IPR（当事者系レビュー）の請願人であるGENERAL ELECTRIC COMPANY(GE）は、クレームされたタービンエンジンについて当業者が実施可能であることを示す証拠を示していない。 

・CAFCは、PTABがIPRにおいて決定した9,695,751(‘751)特許のclaim 3 及び16 の無効判断を取り消した。 

＜CAFC判決＞ 

・「自明」と判断されるためには、クレームされた発明を当業者が実施できるように先行文献が開示されていなければならない。（In re Kumar, 418 F. 3d 1361, 1368; Fed. Cir. 2005) 

＜背景及びIPRにおけるPTABの判断＞ 

・RAYTHEON TECHNOLOGIES CORP.（RAYTHEON） は、ガスタービンエンジンに関する’751特許を保有。 

・’751特許のクレーム１では、ガスタービンのpower densityが所定の範囲内にあることを規定。 

・GEは’751特許のクレーム１を含む対象クレームがNASA Technical Memorandum文献(Knip)単独and/or他の文献との組み合わせにより無効であるとの主張し、IPRを提起。 

・文献Knipは合成材料で構成されたターボファンエンジンを開示しており、’751特許が規定するpower densityの範囲を類推できるが、その合成材料は今日においても実現していない。 

・PTABは、「文献Knipが、’751特許で規定するpower densityの範囲を類推できる十分な情報を有しており、当業者による実施可能性がある」と判断。 

２. 事件の概要 RAYTHEON TECHNOLOGIES CORP. v. GENERAL ELECTRIC COMPANY (判決日: April 16, 2021, 2020-1755)
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